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令和２年度第２回 財政健全化専門部会 質疑応答要旨のポイント 
 

分野 質問者 回答者 

令和３年度

予算等 

【委員】 

追加資料について除雪費用の３月専決予算は積算

中となっているが、現時点の状況は。 

 

【市】 

２月の初めの一斉除雪の経費は 2月専決

予算に含まれていない。積算中だが、数億円く

らいと見込んでいる。 

 

【委員】 

減債基金だが、平成２８年度から２９年度までで半

分くらいになって、そのまま推移している。市債償還のた

めに使ったのではなくて、（除雪費用捻出のために）本

来手を付けてはいけないものに手を付けてしまったの

であれば、早く戻さないと後々困るのではないか。その

あたりの状況と今後の見通しは。 

 

【市】 

市債償還のため減債基金を取り崩したもの

で、手を付けてはいけないものという認識では

ない。そのうえで財政調整基金については全

額取り崩した。問題ないと認識している。 

【委員】 

新型コロナウイルスワクチン接種事業の予算額が

16億円あるが、ワクチンの原価は含まれているのか。 

 

【市】 

ワクチン代は含まれていない。 

【部会長】 

ワクチン接種のためにさまざまな経費がかかってい

ると考えたとき、どれだけコストがかかっているかを市

民に認識していただくことも重要なことではないかと思

う。市民にも何らかの機会に説明すべき。 

原発の公共事業としての除染作業が大きな財政負

担となっている。コロナもある意味災害ということで、ワ

クチンの費用をしっかり精査する仕組みはあるのか。不

当に高い価格で委託することなどはあってはならないと

思う。最終的には監査などで精査するのか。 

 

【市】 

国から 1回あたりの単価として 2,070円と

示されている。これには予診の費用や事務費、

接種費用が含まれている。この金額は、全国統

一単価という形で厚生労働省から示されてい

る。これに各地方の状況に応じて一定の割り増

し経費も認められており、医師会と市町が協議

して決めることになっている。 

【委員】 

１６億円を市民２６万人で割ると一人あたりどのくら

いになるのか。 

【市】 

ワクチンの接種費用は、国の示した単価  

２,０７０円×２回/人で見ている。 

〔参考〕 

R3当初予算額 1,654,329千円・・・① 

R3 ワクチン接種対象者数 251,850人・・・② 

①／②≒約 6,600円 

 

ワクチン接種費用       約 13億 3,000万円 
（内訳） 

接種経費（0～5歳の者を除く） 

＠2,070(円)×239,399(人)×2回 

＝約 9億 9,000万円 

他、0～5歳の者分           約 7,000万円 

事務費               約 1億 5,000万円 

消費税               約 1億 2,000万円 

他に、コールセンター設置運営費用 

（約 2億 8,000万円）、接種券印刷・発送費用など

で合計 約 16億 5,000万円となります。 
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【委員】 

「市税収入の確保」が３年度予算は未達となってい

るが、入湯税の増額については、組合の了解を得てい

るものなのか。これは市民が負担する費用が上がると

いうことになる。 

また、「使用料の見直し」について、福井市のゴミ袋

は袋の印刷代くらいしか、市民は払っていない。それは

そのままでいくのか。 

【市】 

入湯税について、市の条例で１００円となっ

ているが、議会の議決を経て、令和 3年 4月

から国の標準税率にあわせて１５０円とした。

入湯税がかかるのは鉱泉施設、いわゆる天然

温泉のみであるため、一般の銭湯などはこの

税率の適用はない。施設や事業者にもしっかり

説明をしたところであり、周知にも努めている。 

ゴミ袋については、将来的な行政課題と認

識している。 

 

 

【委員】 

１１項目のうち、目標を達成しているものは５項目で、

４５％にとどまっている。この達成率は低いと感じる。特

に気になる所が「投資的経費の抑制」。これは財政再

建において最も大事なところであるが、達成できていな

い。 

今年が特別であったとしても、借り越しして、翌年度

にはまとめて達成することや、最終年度にきちんと達成

するようにしなければ、計画を立てた意味がない。どうし

ても達成できないなら、目標を見直すなどしないと何の

ためにやっているのかわからない。全般的な方向性を

どうするのか。 

また、人件費も切り詰めすぎるとだめだが、AI や

RPA、民間委託など、全国の自治体で進められている

が、そのあたり、新しい知恵を出すことについてどうして

いくのか。 

【市】 

投資的経費については、市民生活に密着し

た事業を中心に行っている。教育・保育施設整

備事業や消防庁舎建設事業、校舎の施設改

修などの予算額が大きく、目標を達成できな

かった。 

しかしこれはあくまで予算ベースであり、予

算を執行する中で、決算剰余金をみながら、市

債の借り入れをしない、借りるとしても交付税

措置に有利なものとするという形で、一般財源

を少しでも抑えていきたいと考えている。 

また、あくまでも５年間の再建計画なので、

今の時点で未達成でも令和 5年度に達成す

る見込があればこのままいくが、新年度に第八

次総合計画を策定する際、あわせて健全財政

計画をつくる。それと並行して、財政再建計画

を見直す必要があるのか、このまま 5年度を

見据えていくのかということについて検討した

いと考えている。このように再建計画について

見直すという可能性もあるが、その際はまた報

告させていただく。 

次に、人件費の縮減については、計画どおり

に進んでいる。しかし、人員を減らしすぎでもま

わらないというのは事実である。必要な職員数

は確保していきたい。また、デジタル化の推進

により、さらに人員を削減することは可能だと

考えている。 

 

 

【委員】 

確認だが、これは予算であるということは分かった。

決算で投資的経費が目標値に収まるようにあらゆる手

立てを講じますということだと思う。ただし、どうしようも

ないということになったら、上ぶれもあるということか。 

 

【市】 

財政調整基金３０億円の目標は必ず守ろう

と思っている。 
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【委員】 

市税収入の確保について、９８．６％は現状の収納率

なので今後はわからないが、頑張った結果の上での  

９８．６％ということか。 

また、新幹線が１年遅れることで、経済効果など影響

があると思うが、財政再建計画の中で延期にかかる影

響が出ていれば教えてほしい。 

 

【市】 

（現年度分の）市税収納率について、２年度

は９９．４％の見込に対し実績見込は９８．８％と

なる。２年度はコロナの影響があまり出ていな

いが、国が設けた徴収猶予制度の特例により

３億円程度が（翌年度徴収分へと）ずれること

となった。そのため、収納率が少し下がってい

る。 

また、新幹線延期に係る影響であるが、工事

費の増額ということも言われているが、国の責

任においてということで要望しているところで

あり、具体的な数字はつかんでいない。 

 

【委員】 

（償却資産に係る固定資産税の）３年度分について

は、業績の悪い企業は半額免除になっている。そうする

と、２年度分は全額入ってくるが、３年度分は大きく減る

と考えている。 

 

【市】 

3年度課税の一年分に限り、売り上げが減

少した事業者の設備や事業用家屋等にかか

る固定資産税については、任意の３か月間の

売り上げが３０～５０％減少した場合は２分の

１、５０％以上減少の場合はゼロとなっている

が、これは国が交付税措置することになってい

る。これは予算額にも加味している。 

 

【委員】 

学校規模適正化事業について 1 年でも早く学校を

作る必要がある。そうすると、５０億円以上かかる。３、４

年後には大きくお金がかかってくることを考えると、今

後も節約が必要になってくると思う。 

 

【市】 

森田地区に関しては、財源について、ガス事

業を譲渡した収入も基金に積んでいるので、こ

れらを含めて考えていく必要がある。 

 

施設マネジ

メントアク

ションプラ

ン 

 

 

【委員】 

資料３について、コストが順調に減っているのかどう

か見える化する必要がある。そのような数字も見せて欲

しい。 

人件費と同じだが、連携中枢都市圏の計画を福井

市は策定しているので、周りの市町と連携して施設を

整備すれば、負担が減るのではないか。そのような考え

や取組はあるのか。 

【市】 

コスト縮減については、２年度の決算はまだ

出ていないのであくまでも試算だが、３０年度

と比較すると、元年度、2年度分と合わせて

4,000万円程度の削減見込である。 

また、連携中枢都市圏において、各市町で

公共施設マネジメントの研修等を行っており、

今後も、連携できるように努めていく。 

 

【委員】 

順化公民館は 3年度に解体予定となっているが、土

地は市のものか。 

 

 

 

 

 

 

 

【市】 

市のものである。ただし、中央公園（の一

部）となっているため、売却などもできない。 
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全体講評 

 

【部会長】 

コロナや大雪といった厳しい状況の中で、財産収入

の確保や人件費縮減の取組は、がんばっているという

ことだと思う。 

しかし、１１の取組がある中で投資的経費の抑制な

どの達成できていない取組が半分以上を占めるので、

楽観視はできない。投資的経費については影響を受け

るものについては計画の見直しも必要であると思う。 

また、新型コロナウイルスのワクチンについて、接種

のコストは市民が知っておくべき。ただではないというこ

とを理解した上で、接種して欲しい。そういったことは隠

さず、適切に情報提供することをお願いする。 

財政調整基金３０億円については、５年間の計画の

目標なので、市が一丸となって、あらゆる努力で達成し

てもらいたい。 

 

 

 


